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優れた放射線画像を取得することができる。



明 細 書

発明の名称 ：放射線検出器およびその製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、 X 線、 ァ線、光等を含む放射線 を検出する機能を有 し、医療用

および異物検査等の産業用に使用される放射線検出器およびその製造方法に

関する。

背景技術

[0002] 従来か ら高感度な放射線検出器の材料 と して各種の半導体材料、 とりわけ

C d T e (テルル化カ ドミウム）またはC d Z n T e (テルル化亜鉛 カ ドミ

ゥ厶）の結晶体が研究 開発され、一部製品化されている。 しか しなが ら、

医用診断用の放射線検出器に応用するには、大面積 （例えば 2 O c m角以上

) の放射線変換層を形成 （成膜）する必要がある。 このような大面積の結晶

体を形成することは、技術的にもコス ト的にも現実的に難 しい。そこで、 C

d T e またはC d Z n T e の多結晶膜は、近接昇華法により形成 されている

(例えば特許文献 1 および 2 ) 。

[0003] 従来の放射線検出器 1 0 1 を図 6 に示す。図 6 中の符号 r は放射線の入射

方向を示す。対向基板 （検出基板 ともいう） 1 0 3 は、放射線の入射側か ら

順番に、バイアス電圧 V h が印加される共通電極 と して機能する導電性のグ

ラファイ 卜支持基板 1 0 5 、電子注入阻止層 1 0 6 、放射線 に感応 して電荷

を生成する半導体層 （放射線変換層） 1 0 2 、正孔注入阻止層 1 0 7 、対向

電極 1 0 8 の各層 （膜）が積層 して構成 されている。対向基板 1 0 3 は、バ

ンプ電極 1 3 を介 してアクテ ィブマ トリクス基板 1 0 4 と貼 り合わせて一

体的に構成 されている。 アクテ ィブマ トリクス基板 1 0 4 は、 コンデ ンサ 1

1 1 およびスイッチング素子 1 1 2 を画素 ごとに有 し、入射 した放射線強度

に応 じて半導体層 1 0 2 で生成 された電荷 を蓄積 し、蓄積 された電荷の読み

出 しを行 っている。

[0004] なお、特許文献 1 には、多結晶の半導体層 1 0 2 、すなわち半導体多結晶



膜 1 0 2 を形成する際、成膜温度を高くして粒径が大きい大粒径多結晶域を

電子阻止用半導体膜 （電子注入阻止層 1 0 6 ) に積層形成する高温成膜過程

を先に行い、次に成膜温度を低 くして粒径が小さい小粒径多結晶膜を積層形

成する低温成膜過程を行うことが開示されている。また、特許文献 2 には、

C I が含まれたソースを用いて検出層 （半導体多結晶膜） 1 0 2 の形成時に

C I を ド一プして結晶粒を均一化させ、検出層 1 0 2 が形成された後にさら

にC I を ド一プしてC I を均一に ド一プさせることが開示されている。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献1 ：特許 4 0 9 2 8 2 5 号公報

特許文献2 ：特許 4 2 6 9 6 5 3 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0006] しか しながら、このような従来例の場合には、次のような問題がある。放

射線検出器 1 0 1 の半導体多結晶膜 1 0 2 では、膜質とりわけ膜の結晶構造

(結晶粒の厚み方向 2 0 0 の分布）によつて検出特性が大きく変化すること

がわかっている。具体的には、結晶粒径が大きいと、感度は向上するものの

画素間のばらつきが大きくなり、 リーク電流も半導体多結晶膜の厚み方向 2

0 0 に縦断する結晶粒界 （結晶粒）の存否によって画素間のばらつきが非常

に大きくなる。

[0007] 図 7 に示すように、例えば、半導体多結晶膜 1 0 2 には、半導体多結晶膜

1 0 2 の厚み方向 2 0 0 を縦断するような結晶粒 （以下適宜、 「貫通粒」）

がある場合 （符号 2 0 1 ) と、半導体多結晶膜 1 0 2 の厚み方向 2 0 0 に複

数の結晶粒がある場合 （符号 2 0 2 ) とが混在 しているものとする。結晶粒

界は、半導体多結晶膜 1 0 2 の中でリーク電流の走行経路となるので、貫通

粒 2 0 1 は、複数の結晶粒 2 0 に比べ、生成された電荷や リーク電流が流

れ易くなる。そのため、対向電極 1 0 8 間、すなわち画素間でばらつきが生



じ、また、流れ易さにより短い間隔で複数の画像 （動画像）を取得する場合

は、ゆらぎとなって現れる。その結果、放射線検出器 1 0 1 として画素ノィ

ズが著 しく増加 し画質の劣化を招いて しまう。

[0008] 本発明は、このような事情に鑑みてなされたものであって、 リーク電流に

よる画素間のばらつきを低減させることができる放射線検出器およびその製

造方法を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[0009] 発明者は、上記の問題を解決するために鋭意研究 した結果、次のような知

見を得た。結晶粒径は初めに大きく成長すると、その結晶粒が同等の径かそ

れよりも大きく成長するので、半導体多結晶膜の厚み方向 2 0 0 に縦断する

貫通粒 2 0 1 が生 じやすい。そのため、半導体多結晶膜を初めに小さく結晶

粒を形成する必要がある。

[001 0] このような知見に基づく本発明は、次のような構成をとる。すなわち、本

発明に係る放射線検出器の製造方法は、放射線に感応 して電荷を生成する半

導体多結晶膜と、前記半導体多結晶膜の一方の面に設けられた支持基板と、

前記半導体多結晶膜を挟んで前記支持基板の反対側に画素ごとにマ 卜リクス

状に設けられた個別電極と、を備えた放射線検出器の製造方法において、前

記半導体多結晶膜の結晶粒径を前記個別電極側よりも前記支持基板側で小さ

くなるように、前記支持基板上に前記半導体多結晶膜を形成する工程を備え

ていることを特徴とするものである。

[001 1] 本発明に係る放射線検出器の製造方法によれば、半導体多結晶膜の結晶粒

径を個別電極側よりも支持基板側で小さくなるように、支持基板上に半導体

多結晶膜を形成する工程を備えている。すなわち、半導体多結晶膜の結晶粒

径は、個別電極側よりも支持基板側で小さい。先に形成される支持基板側の

結晶粒径が小さいので、半導体多結晶膜の厚み方向に結晶粒界が縦断する貫

通粒が形成されることを防止でき、半導体多結晶膜の感度および リーク電流

のばらつきを低減させることができる。その結果、各画素の感度および リ一

ク電流が均一に揃い、画素ノイズの低い、診断上視認性の優れた放射線画像



を取得 することがで きる。

[001 2] また、本発明に係 る放射線検 出器の製造方法 において、前記半導体多結晶

膜 の結晶粒径 を前記個別電極側 で画素 ピッチよ りも小 さ くなるように形成 す

ることが好 ま しい。 これ によ り、複数 の画素 を結晶粒 が また ぐことによる画

素間のば らつ きを低減 することがで きる。

[001 3] また、本発明に係 る放射線検 出器の製造方法 において、前記半導体多結晶

膜 の一例 は、 C d T e または C d Z n T e で構成 され ることである。 これ に

よ り、 C d T e または C d Z n T e の多結晶膜 の厚み方向に結晶粒界が縦断

する貫通粒 が形成 され ることを防止で き、 C d T e または C d Z n T e の多

結晶膜 の感度 および リー ク電流のば らつ きを低減 させ ることがで きる。

[0014] また、本発明に係 る放射線検 出器の製造方法の一例 は、前記半導体多結晶

膜 を形成 する工程 は、前記支持基板上 に第 1 多結晶膜域 を形成 する工程 と、

第 1 多結晶膜域上 に第 2 多結晶膜域 を形成 する工程 とを有 し、前記第 1 多結

晶膜域 は、予め設定 された C I 量 を ドー プ しなが ら形成 し、前記第 2 多結晶

膜域 は、前記第 1 多結晶膜域 よ りも ド一 プさせ る C I 量 を少な くして、 また

は C I を ド一 プさせずに形成 することである。 これ によ り、支持基板側 の第

1 多結晶膜域 の結晶粒 を、個別電極側 の第 2 多結晶膜域 よ りも小 さ くするこ

とがで きる。

[001 5] また、本発明に係 る放射線検 出器の製造方法の一例 は、前記半導体多結晶

膜 を形成 する工程 は、前記支持基板上 に第 1 多結晶膜域 を形成 する工程 と、

第 1 多結晶膜域上 に第 2 多結晶膜域 を形成 する工程 とを有 し、前記第 1 多結

晶膜域 は、前記第 2 多結晶膜域 よ りも低 い温度 で形成 することである。 これ

によ り、支持基板側 の第 1 多結晶膜域 の結晶粒 を、個別電極側 の第 2 多結晶

膜域 よ りも小 さ くすることがで きる。

[001 6] また、本発明に係 る放射線検 出器の製造方法の一例 は、前記半導体多結晶

膜 を形成 する工程 は、前記支持基板上 に第 1 多結晶膜域 を形成 する工程 と、

第 1 多結晶膜域上 に第 2 多結晶膜域 を形成 する工程 とを有 し、前記第 1 多結

晶膜域 は、前記第 2 多結晶膜域 よ りも高い圧力で形成 することである。 これ



によ り、支持基板側 の第 1 多結晶膜域 の結晶粒 を、個別電極側 の第 2 多結晶

膜域 よ りも小 さ くすることがで きる。

[001 7] また、本発明に係 る放射線検 出器の製造方法 において、前記半導体多結晶

膜 の結晶粒径 を厚み方向に連続 的に変化するように形成 することが好 ま しい

。 これ によ り、半導体多結晶膜 の結晶粒径 を厚み方向、 すなわち、支持基板

側 か ら個別電極側へ連続 的に大 き く変化するように形成 することがで きる。

この場合、半導体多結晶膜 の厚み方向、 すなわち生成 された電荷 の進行方向

に粒径 の段差 がな く、電荷 をスムーズに移動 させ ることがで きるので、応答

性 または感度等がよ り良好 となる。 また、半導体多結晶膜 中の応力 を緩和で

きるので、支持基板 の反 りや半導体多結晶膜 の クラ ック等 を抑 えることがで

きる。

[001 8] また、本発明に係 る放射線検 出器 は、放射線 に感応 して電荷 を生成 する半

導体多結晶膜 と、前記半導体多結晶膜 の一方の面 に設 け られた支持基板 と、

前記半導体多結晶膜 を挟 んで前記支持基板 の反対側 に画素 ごとにマ 卜リクス

状 に設 け られた個別電極 と、 を備 え、前記半導体多結晶膜 の結晶粒径 は、前

記個別電極側 よ りも前記支持基板側 で小 さい ことを特徴 とするものである。

[001 9] 本発 明に係 る放射線検 出器 によれば、半導体多結晶膜 の結晶粒径 は、個別

電極側 よ りも支持基板側 で小 さい。先 に形成 され る支持基板側 の結晶粒径 が

小 さいので、半導体多結晶膜 の厚み方向に結晶粒界が縦断する貫通粒 が形成

され ることを防止で き、半導体多結晶膜 の感度 および リー ク電流のば らつ き

を低減 させ ることがで きる。 その結果、各画素の感度 および リー ク電流が均

一 に揃 い、画素 ノイズの低 い、診断上視認性 の優れた放射線画像 を取得 する

ことがで きる。

[0020] また、本発明に係 る放射線検 出器 において、前記半導体多結晶膜 の結晶粒

径 は、前記個別電極側 で画素 ピッチよ りも小 さい ことが好 ま しい。 これ によ

り、複数 の画素 を結晶粒 が また ぐことによる画素間のば らつ きを低減 するこ

とがで きる。

発明の効果



[0021 ] 本発明に係 る放射線検出器およびその製造方法によれば、半導体多結晶膜

の結晶粒径は、個別電極側 よりも支持基板側で小さい。先に形成 される支持

基板側の結晶粒径が小さいので、半導体多結晶膜の厚み方向に結晶粒界が縦

断する貫通粒が形成 されることを防止でき、半導体多結晶膜の感度および リ

—ク電流のば らつきを低減 させることができる。その結果、各画素の感度お

よび リ― ク電流が均一に揃い、画素 ノイズの低い、診断上視認性の優れた放

射線画像 を取得することができる。

図面の簡単な説明

[0022] [ 図 1] 実施例 に係 るフラッ トパネル型 X 線検出器 （F P D ) の構成 を示す縦断

面図である。

[ 図2] 実施例 に係 る対向基板 を部分拡大 した縦断面図である。

[ 図3] 実施例 に係 るフラッ トパネル型 X 線検出器 （F P D ) の構成 を示すプロ

ック図である。

[ 図4] 実施例 に係 るフラッ トパネル型 X 線検出器 （F P D ) の製造方法を示す

フロ一チヤ一 卜である。

[ 図5] 近接昇華法の説明に供する図である。

[ 図6] 従来のフラッ トパネル型 X 線検出器 （F P D ) の構成 を示す縦断面図で

ある。

[ 図7] 多結晶の半導体層の厚み方向における貫通粒 と複数の結晶粒 との説明に

供する図である。

実施例 1

[0023] 以下、図面を参照 して本発明の実施例 1 を説明する。 また、本実施例では

、放射線検出器の一例 と して、 フラッ トパネル型 X 線検出器 （F P D ) につ

いて説明する。図 1 は、 フラッ トパネル型 X 線検出器 （F P D ) の構成 を示

す縦断面図であ り、図 2 は、対向基板 を部分拡大 した縦断面図である。図 3

は、 フラッ トパネル型 X 線検出器 （F P D ) の構成 を示すプロック図である

[0024] 図 1 を参照する。 F P D 1 は、入射 した X 線 に感応 して電荷 （電子—正孔



対キャリア）を生成する多結晶の半導体層 （以下、 「半導体多結晶膜」とす

る）2 を有する対向基板3 と、生成された電荷を蓄積するとともに蓄積され

た電荷を読み出すァクティプマ卜リクス基板4 とを備えている。

[0025] 対向基板3 は、X線入射方向 （図 1中の符号X ) から順番に、半導体多結

晶膜 2 を支持するとともに負のバイアス電圧V h を印加する共通電極として

機能する支持基板 5 と、支持基板 5 の下面に形成され、半導体多結晶膜 2 へ

の電荷 （電子）の注入を阻止する電子注入阻止層6 と、半導体多結晶膜 2 と

、半導体多結晶膜 2 への電荷 （正孔）の注入を阻止する正孔注入阻止層 7 と

、電荷収集用の対向電極 8 と、が積層形成された構成となっている。なお、

対向電極 8 は本発明の個別電極に相当する。

[0026] すなわち、半導体多結晶膜 2 の一方の面には、電子注入阻止層6 を介して

支持基板 5 が設けられ、半導体多結晶膜 2 を挟んで支持基板 5 の反対側には

、画素ごとにマ卜リクス状に分離して個別に対向電極 8 が設けられている。

また、半導体多結晶膜 2 の結晶粒径 9 は、対向電極 8 側よりも支持基板 5側

で小さく （細かく）なるように構成されている。

[0027] 具体的には、図2 に示すように、半導体多結晶膜 2 は、支持基板 5側の小

粒径多結晶域2 a と、この小粒径多結晶域2 a以外である対向電極8側の大

粒径多結晶域 2 b とで構成されている。小粒径多結晶域 2 a は、電子注入阻

止層6 を介して支持基板 5 上に初め （先）に形成される多結晶域である。上

述のように、半導体多結晶膜 2 の結晶粒径 9 は、対向電極 8 側よりも支持基

板 5側で小さくなるように構成されている。すなわち、支持基板 5側と対向

電極 8 側の半導体多結晶膜 2 のほぼ両端の結晶粒径 9 が、対向電極 8 側より

も支持基板 5側で小さくなるように構成されている。なお、小粒径多結晶域

2 a の結晶粒を符号 1 O a で示し、大粒径多結晶域 2 b の結晶粒を符号 1 0

b で示す。また、小粒径多結晶域 2 a は本発明の第 1多結晶膜域に相当し、

大粒径多結晶域 2 b は本発明の第2 多結晶膜域に相当する。

[0028] 半導体多結晶膜 2 の多結晶粒の （平均）結晶粒径 9 は、例えば、画素ピッ

チ （図2 中の符号P ) が 1 5 0 mの場合、支持基板 5側で5 0 バm未満で



あ り、対向電極 8 側、すなわち膜表面側で 1 5 0 m未満 （より望 ま しくは

7 5 m未満）である。 ここで、対向電極 8 側 を 1 5 0 m未満の結晶粒径

9 にするのは、画素 ピッチ P が 1 5 0 m であるためである。例えば、複数

(例 えば 2 つ）の対向電極 8 (分離 した正孔注入阻止層 7 ) に結晶粒がまた

がって形成 された場合、生成 された電荷が、ある時は一方の対向電極 8 で収

集され、 またある時は他方の対向電極 8 で収集されることにより、画素間で

ば らつきが生 じる。そのため、例えば、半導体多結晶膜 2 の結晶粒径 9 は、

対向電極 8 側で画素 ピッチ P よりも小さいことが好ま しい。 これにより、複

数の画素を結晶粒がまた ぐことによる画素間のば らつきを低減することがで

きる。

[0029] 図 1 に戻る。一方、 アクテ ィブマ トリクス基板 4 は、生成 された電荷 を蓄

積するコンデ ンサ 1 1 と、 コンデ ンサ 1 1 に蓄積 された電荷 を読み出すスィ

ツチング素子 と して機能する薄膜 トランジスタ （T F T ) 1 2 と等を備えて

いる。 コンデ ンサ 1 1 とT F T 1 2 等は、絶縁基板 1 3 上 に形成 されている

。 また、 アクテ ィブマ トリクス基板 4 は、画素電極 1 4 およびスルーホール

5 を備えている。 コンデ ンサ 1 1 は、容量電極 1 6 、絶縁膜 1 7 およびグ

ラン ド線 1 8 とで構成 されている。 グラン ド線 1 8 は、 アースされ、 または

、予め設定された所定電圧が印加されている。 T F T 1 2 は、容量電極 1 6

および絶縁膜 1 7 、データ線 1 9 、ゲ一 卜チャネル 2 0 、ゲ一 卜線 2 1 で構

成 されている。 また、絶縁膜 2 2 は、画素電極 1 4 と容量電極 1 6 との間に

形成 されている。絶縁膜 2 3 は保護膜 と して形成 されている。

[0030] 対向基板 3 とアクテ ィブマ トリクス基板 4 は、対向基板 3 の対向電極 8 と

アクテ ィブマ トリクス基板 4 の画素電極 1 4 とがバ ンプ電極 3 で接合され

ることにより、貼 り合わされて構成 されている。

[0031 ] 図 1 中の符号 D U は、 X 線検出素子を示 してお り、 X 線検出素子 D U での

検出が 1 画素に相当する。 X 線検出素子 D U は、 2 次元マ トリクス状 に配置

され、例えば 1 5 0 0 X 1 5 0 0 個程度 （2 3 0 x 2 3 0 m m程度）で構成

される。 X 線検出素子 D U は、図 3 に示すように、図示の便宜上 3 X 3 個で



構成されている。コンデンサ 1 1 およびT F T 1 2 は、 2 次元マ トリクス状

に構成された 3 X 3 個のX 線検出素子D U に個別に設けられている。

[0032] 図 3 において、ゲ一 卜線 2 1 は、行 （X ) 方向のX 線検出素子D Uで共通

に接続するように構成されており、データ線 1 9 は、列 （Y ) 方向のX 線検

出素子D Uで共通に接続するように構成されている。また、ゲ一 卜線 2 1 は

、ゲ一 卜駆動部 3 3 と接続 しており、データ線 1 9 は、順番に電荷電圧変換

アンプ3 5 、マルチプレクサ 3 7 に接続 している。ゲ一 卜駆動部 3 3 、電荷

電圧変換アンプ3 5 およびマルチプレクサ 3 7 は、駆動制御部 3 9 で制御さ

れるようになっており、例えば図示 しない外部装置からの信号で駆動される

[0033] 次に、 F P D 1 の製造方法について、図4 のフローチヤ一 卜に沿って説明

する。対向基板 3 とアクティブマ トリクス基板 4 は、個別に作成される。ス

テップ3 0 1 ~ 3 0 4 は、対向基板 3 を作成する工程を示す。ステップS 1

1、 S 1 2 は、アクティブマ トリクス基板 4 を作成する工程とバンプ電極 3

を形成する工程を示す。そして、ステップS 2 の工程において、対向基

板 3 とァクティプマ 卜リクス基板 4 とが貼 り合わせて一体となる。

[0034] 〔ステップS 0 1 〕電子注入阻止層の形成

支持基板 5 上 （図 1 では下側）に電子注入阻止層 6 を形成する。電子注入

阻止層 6 は、 Z n T e (テルル化亜鉛）、 S b 2 S 3 (硫化アンチモン）、ま

たはS b 2 T e 3 (アンチモンテルル）等の p 型半導体で構成され、支持基板

5 上に昇華法、蒸着もしくはスパッタリング、化学析出法、または電析法等

によって形成される。

[0035] なお、支持基板 5 は、X 線の吸収係数が小さなものが好ましく、例えば、

グラフアイ 卜や、 A I (アルミニウム）、 S U S (ステンレス）等の導電性

材料で構成される。また、支持基板 5 がセラミック （A I 2 0 3、 A I N ) や

、 シ リコン等の絶縁材料で構成される場合は、電子注入阻止層 6 を形成する

前に、バイアス電圧V h を印加する共通電極 （図示 しない）を支持基板 5 上

に形成 し、形成された共通電極上に電子注入阻止層 6 を形成する。共通電極



は、 I T O (酸化インジウムスズ）や、 A u (金）、 P t ( 白金）、グラフ

アイ 卜などの導電性材料から構成され、支持基板 5 上に蒸着法やスパッタリ

ング等で形成される。

[0036] 〔ステップS 0 2 〕半導体多結晶膜の形成

電子注入阻止層 6 上に半導体多結晶膜 2 を近接昇華法により形成する。半

導体多結晶膜 2 は、例えばC d T e またはC d Z n T e の多結晶膜で構成さ

れる。図 5 は、近接昇華法の説明に供する図である。

[0037] 蒸着チャンバ 4 1 内には、ソース S を置 くための下部サセプタ4 3 が設け

られている。ソース S は、例えばC d T e の粉末材料の焼結体が用いられ、

予め常圧かつ不活性雰囲気 （例えばA r ガス）中で加熱 （例えば 6 9 0 °C )

して焼結させておく。支持基板 5 は、半導体多結晶膜 2 を形成する蒸着面を

下部サセプタ4 3 に向けた状態でスぺ一サ4 5 を介在させて蒸着チャンバ 4

内の下部サセプタ4 3 上に載置される。蒸着チャンバ 4 の上下部には、

独立 して温度を制御することが可能なヒータ4 7 , 4 9 が設けられている。

支持基板 5 とソース S とを対向配置させた状態で、真空ポンプ5 を動作さ

せて蒸着チャンバ 4 1 内を減圧雰囲気 （例えば 2 6 0 P a ) にした後、上下

部のヒータ4 7 ，4 9 によりソース S を加熱する （例えば基板温度 5 5 0 °C

、ソース温度 6 5 0 °C ) 。これにより、ソースS は昇華するとともに、電子

注入阻止層 6 の蒸着面に付着 して半導体多結晶膜 2 を形成する。

[0038] また、半導体多結晶膜 2 の検出特性を向上させるため、半導体多結晶膜 2

には、任意の不純物を ド一プしてもよく、例えば、 Z n を ド一プすると、ヮ

ィ ドギャップ化することによりリーク電流を低減させることができる。また

、適量のC I を ド一プすると、結晶粒径 9 を細かくする効果、または半導体

多結晶膜 2 の結晶粒界等での電荷の流れ易さを示すキヤリァ走行性を改善 し

、感度および応答性を改善させる効果を有する。

[0039] 本工程では、半導体多結晶膜 2 の結晶粒径 9 を対向電極 8 側よりも支持基

板 5 側で小さくなるように、支持基板 5 上に半導体多結晶膜 2 を形成する。

具体的には、半導体多結晶膜 2 を形成する工程は、電子注入阻止層 6 を介 し



て支持基板 5 上に小粒径多結晶域 2 a を形成する工程 と、小粒径多結晶域 2

a 上 に小粒径多結晶域 2 a 以外の大粒径多結晶域 2 b を形成する工程 とを有

している。

[0040] まず、電子注入阻止層 6 上に小粒径多結晶域 2 a を形成する。小粒径多結

晶域 2 a は、予め設定されたC I 量 （濃度）を ド一プ しなが ら形成する。次

に、小粒径多結晶域 2 a 上 に大粒径多結晶域 2 b を形成する。大粒径多結晶

域 2 b は、 C I を ド一プさせずに、 または小粒径多結晶域 2 a よ りも ド一プ

させるC I 量 を少な くして形成する。なお、半導体多結晶膜 2 の結晶粒径 9

を対向電極 8 側で画素 ピッチ P (図 2 ) よ りも小さ くなるように形成するこ

とが好ま しい。

[0041 ] C I ド一プは、粉末材料を焼結 させたソー ス S にC I を混入 した り、蒸着

チ ャ ンバ 4 1 の外部か ら供給 口 5 3 を通 して内部 にC I を供給 した りする。

例えば、 ソース S と しては、 C d T e 、 Z n T e 、 および C d Z n T e の少

な くとも 1 つを含む第 1 の材料 と、 C d C I 2 (塩化 力 ドミゥ厶）、および Z

n C I 2 (塩化亜鉛）の少な くとも 1 つを含む第 2 の材料 との混合体を用いて

もよい。 また、例えば、蒸着チャンバ 4 1 の外部か ら内部 に、 H C I (塩化

水素）、 C H C I 3 ( クロ口ホルム）などをアル ゴン （A r ) 、窒素 （N 2 )

な どの不活性 ガスで希釈 したC I 含有 ガスを、供給 口 5 3 か ら流量を制御 し

なが ら供給 してもよい。 また、 これ らC I を混入 したソース S と、蒸着チヤ

ンバ 4 の外部か ら内部 に供給するC I 含有 ガスとを組み合わせてもよい。

[0042] また、半導体多結晶膜 2 は、図 2 中の符号 6 に示すように、 （平均）結

晶粒径 9 が厚み方向 2 0 0 に連続的 （段階的）に変化するように形成 されて

もよい。具体的には、半導体多結晶膜 2 (小粒径多結晶域 2 a および大粒径

多結晶域 2 b ) の形成時に ド一プさせるC I 量 （濃度）を、予め設定された

量か ら直線的または曲線的に減少させることで実現 させることができる。例

えば、 C I 含有 ガスを供給する場合は、供給するC I 量 （濃度）を予め設定

された量か ら段階的に減少させた り、 C I を混入させたソース S の場合は、

C I が成膜初期で無 くなって しまう性質を利用 してC I 量 を減少させた り、



また、これらを組み合わせてC I 量を段階的に減少させたりするようにして

もよい。

[0043] このようにして半導体多結晶膜 2 は、近接昇華法により6 0 0 ~ 7 0 0

m程度の厚みに形成する。半導体多結晶膜 2 がァズデポ （そのまま）の状態

では、表面の凹凸が数百 m と激 しく、また、膜厚にばらつきを有する。そ

のため、半導体多結晶膜 2 の表面をァクティプマ 卜リクス基板 4 との一体化

接合のため、 6 0 0 ~ 7 0 0 mの半導体多結晶膜 2 を形成 し、その表面を

平面研磨 して平坦化 しするとともに4 0 0 m程度の厚みにする。なお、平

面研磨後の4 0 0 m程度の厚みにおいて、結晶粒径 9 を対向電極 8 側で画

素ピッチ P よりも小さくする。

[0044] 〔ステップS O 3 〕正孔注入阻止層の形成

半導体多結晶膜 2 上 （図 1 では下側）に正孔注入阻止層 7 を形成する。正

孔注入阻止層 7 は、C d S (硫化カ ドミウム）、 Z n S (硫化亜鉛）、 Z n

0 (酸化亜鉛）、またはS b 2 S 3 (硫化アンチモン）等の n 型半導体で構成

され、昇華法、蒸着法、スパッタリング、化学析出法、または電析法等で形

成される。正孔注入阻止層 7 は、必要に応 じてパターニ ングして画素ごとに

分離 して形成する。但 し、正孔注入阻止層 7 が高抵抗で隣接画素 リークによ

る空間解像度低下などの弊害が無ければ、分離 して形成 しなくてもよい。

[0045] なお、必要に応 じて、電子注入阻止層 6 と正孔注入阻止層 7 との配置を交

換 した構成としてもよいし、また、電子注入阻止層 6 および正孔注入阻止層

7 のいずれか一方あるいは両方を形成 しない構成としてもよい。

[0046] 〔ステップS O 4 〕対向電極の形成

正孔注入阻止層 7 上 （図 1 では下側）に対向電極 8 を形成する。対向電極

8 は、 I T Oや、 A u、 P t 、グラフアイ トなどの導電材料から構成され、

正孔注入阻止層 7 上に蒸着法やスパッタリング等で形成される。なお、必要

に応 じて、対向電極 8 を形成 しない構成としてもよい。なお、この場合、バ

ンプ電極 3 が対向電極 8 として機能する。

[0047] 〔ステップS 1 1 〕アクティブマ トリクス基板の作成



ガラス等で構成 される絶縁基板 1 3 上にグラン ド線 1 8 とゲ一 卜線 2 と

を形成 し、それ らを覆 うように絶縁膜 1 7 を形成する。 グラン ド線 1 8 およ

びゲ一 卜線 2 1 は、 T a ( タンタル）、 A I ( アル ミニウム）、 M o (モ リ

プデ ン）等の金属膜で構成 され、蒸着法 またはスパ ッタ リング等で形成 され

る。絶縁膜 1 7 は、 S ί N x や S ί O x で構成 され、蒸着法等で形成 される

。 また、絶縁膜 1 7 は、無機膜の他 にァク リルゃポ リイミ ド等で構成 しても

よい。

[0048] T F T 1 2 を形成するために、ゲ一 卜チャネル 2 0 を絶縁膜 1 7 上に形成

する。ゲ一 卜チャネル 2 0 は、 a _ S ί ( アモル ファスシ リコン）や p _ S

(ポ リシ リコ ン） を蒸着法で形成 し、不純物 を拡散 させて例えば n + 層 と

したもので構成 される。

[0049] コンデ ンサ 1 1 および T F T 1 2 を作成するために、容量電極 1 6 とデ一

タ線 1 9 とを絶縁膜 1 7 等上に形成 し、それ らを覆 うように絶縁膜 2 2 を形

成する。 また、絶縁膜 2 2 にスル一ホール 1 5 を形成する。そ して、絶縁膜

2 2 およびスルーホール 1 5 上に画素電極 1 4 を形成 し、画素電極 1 4 で開

口するように絶縁膜 2 3 を形成する。画素電極 1 4 、スル一ホール 1 5 、容

量電極 1 6 およびデータ線 1 9 は、 T a 、 A し T i (チタン）等の金属膜

で構成 される。 これ らの金属膜は、蒸着法 またはスパ ッタ リング等で形成 さ

れる。絶縁膜 2 2 ， 2 3 は、絶縁膜 1 7 と同様 に、 S ί N x や S ί O x で構

成 され、蒸着法等で形成 される。

[0050] 〔ステ ップS 1 2 〕バ ンプ電極の形成

ステ ップS で形成 されたァクテ ィプマ 卜リクス基板 4 上にバ ンプ電極

3 を形成する。バ ンプ電極 3 は、導電性ペース 卜をスク リーン印刷する

ことにより形成 される。

[0051 ] バ ンプ電極 3 1 は、導電性ペース 卜で構成 され、例えば、 ゴムを主成分 と

した母材に、 カーボンを主成分 と した導電性材料 と、常温で放置することに

より有機物質が徐々に揮発 して硬化する、あるいは空気中の水分 と縮合反応

して硬化するバインダ一樹脂 とを配合 したもので構成 される。 この導電性べ



—ス トに含まれる導電性材料については、導電性を有 していれば、適宜材料

を選択 しても良い。また、例えば、母材の主成分をゴムと例示 したが、その

他の高分子材料でもよい。バインダー樹脂についても、必ず しも樹脂に限定

されず、接着性および硬化性を有する素材の混合物であつてもよい。

[0052] また、導電性ペース 卜には、例えば、バインダー樹脂のように常温で放置

することにより有機物質が徐々に揮発 して硬化する、あるいは空気中の水分

と縮合反応 して硬化する素材が含まれていることが望ましいが、温度変化 （

o o °c程度まで）を与えることにより硬化する物質が含まれていてもよい

[0053] 〔ステップS 2 1 〕対向基板とアクティブマ トリクス基板の貼 り合わせ

対向基板 3 の対向電極 8 とアクティブマ トリクス基板 4 の画素電極 1 4 上

に形成されたバンプ電極 3 1 とを接合する。これにより、対向基板 3 とァク

ティブマ トリクス基板 4 とが貼 り合わされる。接合は、予め設定された所定

の圧力を加えながら、常温放置、あるいは必要に応 じて加熱することにより

行われる。また、バンプ電極 3 1以外にも、異方導電性フイルム （A C F )

を用いて接合 （接続） してもよい。

[0054] 以上の工程によりF P D 1 を製造する。なお、この他に、ゲ一 卜駆動部 3

3 、電荷電圧変換アンプ3 5 、マルチプレクサ 3 7 、および駆動制御部 3 9

等が設けられる。

[0055] 次に、図 1 および図 3 を参照 して F P D 1 の動作を説明する。X 線管から

照射されたX 線は被検体を透過 し、被検体を透過 したX 線が F P D に入射

する （X 線管と被検体は共に図示 しない）。 F P D 1 の半導体多結晶膜 2 に

X 線が入射されると、光導電効果により電荷が生成される。このとき、例え

ばグラフアイ 卜支持基板 5 には、負のバイアス電圧V h が印加されているの

で、半導体多結晶膜 2 で生成された電荷は、バンプ電極 3 1等を通 じて画素

ごとにコンデンサ 1 1 に蓄積される。

[0056] コンデンサ 1 1 に蓄積された電荷は、 T F T 1 2 の動作によりコンデンサ

1 から読み出される。ゲ一 卜駆動部 3 3 は、例えば図 3 の上側のゲ一 卜線



2 1 から 1行ずつ順番に信号を送信することで、 T F T 1 2 を接続 （O N )

の状態にさせる。これにより、コンデンサ 1 1 に蓄積された電荷がT F T 1

2 を通 じてデータ線 1 9 に移動され、データ線 1 9 を通 じて電荷電圧変換ァ

ンプ3 5 に転送される。電荷電圧変換アンプ3 5 は、電荷を電圧に変換 して

電圧信号として出力 し、マルチプレクサ 3 7 に転送する。マルチプレクサ 3

7 は、複数の電圧信号から 1 つの電圧信号を選択 して出力する。出力された

電圧信号に基づいて 2 次元のX 線画像が取得される。

[0057] 本実施例に係るF P D 1 およびその製造方法によれば、半導体多結晶膜 2

の結晶粒径 9 を対向電極 8 側よりも支持基板 5 側で小さくなるように、支持

基板 5 上に半導体多結晶膜 2 を形成する工程を備えている。すなわち、半導

体多結晶膜 2 の結晶粒径 9 は、対向電極 8 側よりも支持基板 5 側で小さい。

先に形成される支持基板 5 側の結晶粒径 9 が小さいので、半導体多結晶膜 2

の厚み方向 2 0 0 に結晶粒界が縦断する貫通粒 2 0 1 (図 7 ) が形成される

ことを防止でき、半導体多結晶膜 2 の感度および リーク電流のばらつきを低

減させることができる。その結果、各画素の感度および リーク電流が均一に

揃い、画素ノイズの低い、診断上視認性の優れた放射線画像を取得すること

ができる。

[0058] 半導体多結晶膜 2 の形成において、電子注入阻止層 6 を介 して支持基板 5

上に初め （先）に形成される支持基板 5 側の結晶粒径 9 を、対向電極 8 側に

形成される結晶粒径 9 よりも小さく （細かく）形成することで、貫通粒が形

成されることを防止することができる。また、結晶粒を一度大きく成長させ

ると、同等の大きさかそれよりも大きく成長するので、結晶粒を小さくする

ことは比較的に難 しい。そこで、支持基板 5 上に初めに小さく結晶粒を形成

することにより、貫通粒 2 0 の形成を防止するとともに結晶粒の大きさの

コン トロールを比較的容易に行える。

[0059] また、半導体多結晶膜 2 を形成する工程は、支持基板 5 上に小粒径多結晶

域 2 a を形成する工程と、小粒径多結晶域 2 a 上に大粒径多結晶域 2 b を形

成する工程とを有 し、小粒径多結晶域 2 a は、予め設定されたC I 量 （濃度



) を ド一プ しなが ら形成 し、大粒径多結晶域 2 b は、 C I を ド一プさせずに

、 または小粒径多結晶域 2 a よ りも ド一プさせるC I 量 を少な くして形成す

る。 これにより、支持基板 5 側の小粒径多結晶域 2 a の結晶粒 を、対向電極

8 側の大粒径多結晶域 2 b よ りも小さ くすることができる。

[0060] また、半導体多結晶膜 2 の結晶粒径 9 は、厚み方向 2 0 0 に連続的に変化

するように形成 される。 これにより、半導体多結晶膜 2 の結晶粒径 9 を厚み

方向 2 0 0 、すなわち、支持基板 5 側か ら対向電極 8 側へ連続的に大 きく変

化するように形成することができる。 この場合、半導体多結晶膜 2 の厚み方

向 2 0 0 、すなわち生成 された電荷の進行方向に粒径の段差がな く、電荷 を

スムーズに移動させることができるので、応答性 または感度等がより良好 と

なる。 また、半導体多結晶膜 2 中の応力を緩和できるので、支持基板 5 の反

りや半導体多結晶膜 2 のクラック等を抑えることができる。

実施例 2

[0061 ] 次 に、本発明の実施例 2 を説明する。実施例 1 において、半導体多結晶膜

2 の小粒径多結晶域 2 a は、予め設定されたC I 量 （濃度）を ド一プ しなが

ら形成 し、大粒径多結晶膜域 2 b は、 C I を ド一プさせずに、 または小粒径

多結晶域 2 a よ りも ド一プさせるC I 量 を少な くして形成 している （図 1 お

よび図 2 ) 。 しか しなが ら、実施例 2 では、小粒径多結晶域 2 a は、大粒径

多結晶膜域 2 b よ りも低い温度で形成する。なお、実施例 1 と重複する部分

の説明は省略する。

[0062] 上述のように、半導体多結晶膜 2 を形成する工程は、電子注入阻止層 6 を

介 して支持基板 5 上に小粒径多結晶域 2 a を形成する工程 と、小粒径多結晶

域 2 a 上 に小粒径多結晶域 2 a 以外の大粒径多結晶域 2 b を形成する工程 と

を有 している。 ここで、小粒径多結晶域 2 a は、大粒径多結晶膜域 2 b よ り

も低い温度で形成 される。例えば、 5 5 0 ~ 6 5 0 °C の範囲で小粒径多結晶

域 2 a を先に形成 し、図 5 に示す ヒータ 4 7 ， 4 9 の温度 を高 くして 6 0 0

~ 7 0 0 °C の範囲で大粒径多結晶膜域 2 b を形成する。なお、 この場合、例

えば、小粒径多結晶域 2 a を基板温度 5 5 0 °C、 ソー ス温度 6 5 0 °C で形成



し、大粒径多結晶膜域 2 b を基板温度 6 0 0 °C、ソース温度 7 0 0 °Cで形成

する。

[0063] また、半導体多結晶膜 2 は、結晶粒径 9 が厚み方向 2 0 0 に連続的に変化

するように形成されてもよい。すなわち、 ヒータ4 7 ，4 9 により加熱する

成膜温度を、予め設定された （低い）温度から直線的または曲線的に連続的

(段階的）に高くするように変化させることで半導体多結晶膜 2 を形成する

[0064] 本実施例に係るF P D 1 およびその製造方法によれば、半導体多結晶膜 2

を形成する工程は、支持基板 5 上に小粒径多結晶域 2 a を形成する工程と、

小粒径多結晶域 2 a 上に大粒径多結晶域 2 b を形成する工程とを有 し、小粒

径多結晶域 2 a は、大粒径多結晶域 2 b よりも低い温度で形成する。これに

より、支持基板 5 側の小粒径多結晶域 2 a の結晶粒を、対向電極 8 側の大粒

径多結晶域 2 b よりも小さくすることができる。

[0065] また、半導体多結晶膜 2 の結晶粒径 9 は、厚み方向 2 0 0 に連続的に変化

するように形成される。これにより、半導体多結晶膜 2 の結晶粒径 9 を厚み

方向 2 0 0 、すなわち、支持基板 5 側から対向電極 8 側へ連続的に大きく変

化するように形成することができる。

実施例 3

[0066] 次に、本発明の実施例 3 を説明する。実施例 1 または 2 において、半導体

多結晶膜 2 の形成の際に、C I ドープ量ゃ温度を変化させて小粒径多結晶域

2 a および大粒径多結晶膜域 2 b を形成 している （図 1 および図 2 ) 。 しか

しながら、実施例 3 では、小粒径多結晶域 2 a は、大粒径多結晶膜域 2 b よ

りも高い圧力 （真空度の低い）で形成する。なお、実施例 1 および 2 と重複

する部分の説明は省略する。

[0067] 上述のように、半導体多結晶膜 2 を形成する工程は、電子注入阻止層 6 を

介 して支持基板 5 上に小粒径多結晶域 2 a を形成する工程と、小粒径多結晶

域 2 a 上に小粒径多結晶域 2 a 以外の大粒径多結晶域 2 b を形成する工程と

を有 している。ここで、小粒径多結晶域 2 a は、大粒径多結晶膜域 2 b より



も高い圧力で形成する。例えば、 2 tor r を基準 として、 5 tor r または 1 O tor

rで小粒径多結晶域 2 a を先に形成 し、図 5 に示す真空ポンプ 5 を動作させ

て圧力を低 くして 0 . 5 tor r または 1 tor rで大粒径多結晶膜域 2 b を形成す

る。なお、 1 tor r = 1 3 0 P a である。

[0068] また、半導体多結晶膜 2 は、結晶粒径 9 が厚み方向 2 0 0 に連続的に変化

するように形成されてもよい。すなわち、真空ポンプ 5 1 により減圧雰囲気

の成膜圧力を、予め設定された （高い）圧力か ら直線的または曲線的に連続

的 （段階的）に低 くする （真空度を高 くする）ように変化させることで半導

体多結晶膜 2 を形成する。

[0069] 本実施例に係る F P D 1 およびその製造方法によれば、半導体多結晶膜 2

を形成する工程は、支持基板 5 上に小粒径多結晶域 2 a を形成する工程 と、

小粒径多結晶域 2 a 上に大粒径多結晶域 2 b を形成する工程 とを有 し、小粒

径多結晶域 2 a は、大粒径多結晶域 2 b よりも高い圧力で形成する。 これに

より、支持基板 5 側の小粒径多結晶域 2 a の結晶粒を、対向電極 8 側の大粒

径多結晶域 2 b よりも小さくすることができる。

[0070] また、半導体多結晶膜 2 の結晶粒径 9 は、厚み方向 2 0 0 に連続的に変化

するように形成される。 これにより、半導体多結晶膜 2 の結晶粒径 9 を厚み

方向 2 0 0 、すなわち、支持基板 5 側か ら対向電極 8 側へ連続的に大きく変

化するように形成することができる。

[0071 ] 本発明は、上記実施形態に限 られることはな く、下記のように変形実施す

ることができる。

[0072] ( ) 上述 した実施例では、半導体多結晶膜 2 は、 C d T e またはC d Z

n T e 、すなわち、 C d T e 系半導体またはC d Z n T e 系半導体の多結晶

膜で構成されていた。 しか しなが ら、半導体多結晶膜 2 は、 C d T e 系半導

体またはC d Z n T e 系半導体の多結晶膜以外でも応用可能である。

[0073] ( 2 ) 上述 した実施例および変形例 （1 ) では、半導体多結晶膜 2 は、検

出対象の放射線 として、 X 線 に感応 して電荷を生成 していた。 しか しなが ら

、 X 線 に限 らず、例えばァ線 または光 （可視光や紫外線、赤外線等）であつ



てもよい。この場合、 F P D 1 は、X 線、ァ線および光の全てを検出するこ

とが可能であるが、X 線、ァ線および光の少なくともいずれか 1 つを検出す

る構成であってもよい。

[0074] ( 3 ) 上述 した実施例および各変形例では、図 3 に示すように、 2 次元状

のX 線像を検出するものであつたが、X 線検出素子D Uが 1 列に並ぶだけの

次元のX 線像を検出するものであってもよい。

[0075] ( 4 ) 上述 した実施例および各変形例では、半導体多結晶膜 2 の形成の際

に、C I ド一プ量ゃ温度、圧力を個別に変化させていた。 しか しながら、そ

れらを組み合わせて半導体多結晶膜 2 を形成 してもよい。すなわち、C I ド

—プ量、温度および圧力の少なくとも 1 つの条件を変化させて半導体多結晶

膜 2 を形成 してもよい。

符号の説明
1 フラットパネル型X 線検出器 （F P D )

2 多結晶の半導体層 （半導体多結晶膜）

3 対向 板

4 アクティブマ トリクス基板

5 支持基板

8 対向電極

9 結晶粒径

4 蒸着チャンバ

4 7 , 4 9 ヒ一タ

5 真空ポンプ

5 3 供給口

2 0 0 厚み方向

2 0 貫通粒

2 0 2 複数の結晶粒

P 画素ピッチ



請求の範囲

[ 請求項 1] 放射線 に感応 して電荷 を生成する半導体多結晶膜 と、

前記半導体多結晶膜の一方の面 に設 け られた支持基板 と、

前記半導体多結晶膜 を挟んで前記支持基板の反対側 に画素 ごとにマ

卜リクス状 に設 け られた個別電極 と、

を備 えた放射線検 出器の製造方法 において、

前記半導体多結晶膜の結晶粒径 を前記個別電極側 よ りも前記支持基

板側で小さ くなるように、前記支持基板上 に前記半導体多結晶膜 を形

成する工程 を備 えていることを特徴 とする放射線検 出器の製造方法。

[ 請求項2] 請求項 1 に記載の放射線検 出器の製造方法 において、

前記半導体多結晶膜の結晶粒径 を前記個別電極側で画素 ピッチよ り

も小さ くなるように形成することを特徴 とする放射線検 出器の製造方

法。

[ 請求項3] 請求項 1 または 2 に記載の放射線検 出器の製造方法 において、

前記半導体多結晶膜 は、 C d T e または C d Z n T e で構成 される

ことを特徴 とする放射線検 出器の製造方法。

[ 請求項4] 請求項 1 か ら3 のいずれかに記載の放射線検 出器の製造方法 におい

て、

前記半導体多結晶膜 を形成する工程 は、前記支持基板上 に第 1 多結

晶膜域 を形成する工程 と、第 1 多結晶膜域上 に第 2 多結晶膜域 を形成

する工程 とを有 し、

前記第 1 多結晶膜域 は、予め設定された C I 量 を ドープ しなが ら形

成 し、

前記第 2 多結晶膜域 は、前記第 1 多結晶膜域 よ りも ドープさせるC

I 量 を少な くして、 または C I を ド一プさせずに形成することを特徴

とする放射線検 出器の製造方法。

[ 請求項 5] 請求項 1 か ら4 のいずれかに記載の放射線検 出器の製造方法 におい

て、



前記半導体多結晶膜 を形成する工程 は、前記支持基板上 に第 1 多結

晶膜域 を形成する工程 と、第 1 多結晶膜域上 に第 2 多結晶膜域 を形成

する工程 とを有 し、

前記第 1 多結晶膜域 は、前記第 2 多結晶膜域 よ りも低 い温度で形成

することを特徴 とする放射線検 出器の製造方法。

[ 請求項 6 ] 請求項 1 か ら 5 のいずれかに記載の放射線検 出器の製造方法 におい

て、

前記半導体多結晶膜 を形成する工程 は、前記支持基板上 に第 1 多結

晶膜域 を形成する工程 と、第 1 多結晶膜域上 に第 2 多結晶膜域 を形成

する工程 とを有 し、

前記第 1 多結晶膜域 は、前記第 2 多結晶膜域 よ りも高い圧力で形成

することを特徴 とする放射線検 出器の製造方法。

[ 請求項 7 ] 請求項 1 か ら 6 のいずれかに記載の放射線検 出器の製造方法 におい

て、

前記半導体多結晶膜の結晶粒径 を厚み方向に連続的に変化するよう

に形成することを特徴 とする放射線検 出器の製造方法。

[ 請求項 8 ] 放射線 に感応 して電荷 を生成する半導体多結晶膜 と、

前記半導体多結晶膜の一方の面 に設 け られた支持基板 と、

前記半導体多結晶膜 を挟んで前記支持基板の反対側 に画素 ごとにマ

卜リクス状 に設 け られた個別電極 と、 を備 え、

前記半導体多結晶膜の結晶粒径 は、前記個別電極側 よ りも前記支持

基板側で小さいことを特徴 とする放射線検 出器。

[ 請求項 9 ] 請求項 8 に記載の放射線検 出器 において、

前記半導体多結晶膜の結晶粒径 は、前記個別電極側で画素 ピッチよ

りも小さいことを特徴 とする放射線検 出器。
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